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令和７年度政策要望懇談

会の参加(要望)について

拝啓　各位益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。

　さて、標記につきましては、毎年本会に対して政

策要望の機会を下さっている処ですが、本年も来月

１５日に開催参加に関するご案内を頂戴致しました。

　早速、理事長と協議致しまして、これに参加する

ことと致しましたが、今般本会から、概ね下記事項

について政策要望として検討しています。　　この

件に関し、加除すべき又は別案をもって望むべきと

お考えの場合は、内容にもよりますが、是非にご意

見ご要望を早目に頂戴出来ますれば幸いです。　　



　尚、当日ご参加または傍聴をご希望の方(会員また

は会員の関係者限定)にあられましては、今月中に事

務局にお申し出ください。　　なかなか、こういう

機会も御座いませんので、どういうものなのか、ど

ういう進行しているのか等、ご見学でも結構かと存

じます。  敬具

記

１ ． 要望事項の骨子

消費税減税の見込みない状況裏、その一部、税

の仕組みの時限的変更を要望します。

①消費税・ 地方消費税について 、 税額控除の超

　 法規的取り 扱いの、 国税庁または財務省から

　 の通達若し く は省令等を 求めます。 　 恒常的

　 でなく て も 、 時限的取り 扱い(５ 年程度の暫

　 定措置)でも 結構ですので、 ご 検討願いた く

　 存じ ます。

②具体的には、 土地売買や人件費支払、 社会保

　 険料の支払いについては、 基本的に不課税ま

　 たは非課税等である も のと 考え ますが、 こ の

　 部位に於いて 、 経費的要素またはそ の他課税

　 標準額を 決定づける 部位と し ての支払につい

　 て 、 申告書上での税控除を お認め頂き たい。

　 控除さ れる べき 税率の総てではなく て も 、 そ

　 の時の経済指標に於ける 適宜な割合を も っ て

　 算出し ていただき たい。



③人件費の異常な早さ での上昇に、 中小零細事

　 業者は、 消費税の納税が追いつかず、 そ の滞

　 納率はご 存じ の通り の高水準です。 　 　 最早

　 当然である 申告納税の意識に悪意(又は敵意)

　 を 感じ ている 中小零細事業者は、 政治家の先

　 生方が見聞き し ている 程度を 遥かに超え 、 想

　 像以上の現象があっ ています。

④そ う いう 状況であり ながら 、 前号の通り 、 人

　 件費(賃金給与・ 社会保険料)の急激な上昇を

　 義務と さ れ、 こ れを 継続さ せる がために、 中

　 小零細の(正規の金融機関以外から のノ ン バ

　 ン ク等を 含む)借入金の上昇が続いている と

　 同時に、 そ の借入金を 償還でき ない中小事業

　 者は、 想像以上に多いこ と でし ょ う 。

⑤人の生活上(消費)等で様々(コ ン ビ ニやス－パ

　 －マ－ケッ ト 、 ブティ ッ ク や家賃等)支払っ

　 た消費税は、 そ れを 受け取っ た事業者によ っ

　 て申告納税さ れています。 　 　 給与や賃金更

　 には社会保険料について も 、 こ のこ と から も

　 雇用者(中小零細事業者)の申告上に於いて 、

　 こ れら の税控除が為さ れる こ と に、 (二次的

　 ではある 者の)何の疑義がある でし ょ う か。

⑥人を 商いの対象と すべき でないこ と は理解し

　 ていますが、 税の循環を 考え ますれば、 人も

　 生活のために消費を し ています。 　 　 当然に



　 消費税を 支払っ ています。 　 　 納税者の決算

　 報告書によ る 損益計算書上の給与手当等につ

　 いて 、 (生活を する ため)消費する 人に支払う

　 給与等の税控除は、 当然に対象と すべき と 考

　 え ます。

⑦税控除を お認め頂けますなら 、 給与賃金の上

　 昇にかかる 補助金や助成金は、 必要ないと 考

　 え ます。 　 　 ま た、 消費税率を 急激に小さ く

　 する こ と (減税)も 、 暫定税率等の食品にかか

　 る 税率を 低く 、 ま たそ の処理を 複雑化する こ

　 と も 不要と 考え 、 こ れによ っ て景況は劇的に

　 改善回復する と 考え ます。

以上、何卒ご理解の上、中小零細の私共を御救

い下さります様、お願い申し上げます。


